
令和６年度税制改正大綱に沿った国税の法改正によ
り、定額減税を行うこととなっております。本セミナーで
は定額減税の対象者となる条件、減税額の計算方法、
給与の支払者が行うべき事務手続きの詳細、年末調
整時の事務の流れ、そして源泉徴収表への表示方法
等の必要な知識を、解りやすく網羅的に学ぶことができ
ます。中小企業や小規模事業の経営者、経理担当
者、そして税務に関わるすべての方々にとって必聴の内
容です。この機会にぜひご参加ください。

 

1.定額減税の概要 

2.年調減税事務の手順 

 ①年調減税の対象者 ②減税額の計算方法 

③年末調整に係る定額減税のための申告書の提出 

④年調減税額の控除 

3.源泉徴収票への表示 

4.令和 6 年 年末調整に関わる税制改正 

 ①「扶養控除等申告書」の提出簡略化 

 ②国外居住親族への「送金関係書類」の 

提出書類範囲追加 

 ③「保険料等控除申告書」記載事項の簡素化 

 ④住宅ローン控除適用に係る手続きの変更 

 ⑤各書式・様式の記載例 

  Ⅰ.「年末調整に係る定額減税のための申告書」 

  Ⅱ.「基・配・所」基礎控除・配偶者控除 

・所得調整控除の各申告書 

  Ⅲ.「年末調整 計算シート」の記載(転記)例 4 点 


